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水素技術検討会の概要

１

我が国における二酸化炭素排出量の約２割を占める運輸分野において、水素・燃料電池等の更なる利活用
の拡大、利便性の向上等を目指して、官民が情報を把握・共有し、ソフト面・ハード面における技術的な課題
等を整理していくとともに、具体的な解決策等を検討するための官民プラットフォームとして、「運輸分野にお
ける水素・燃料電池等の利活用の拡大を目指した技術検討会」をこれまでに６回開催

令和３年度 （第１回：令和３年１０月２９日，第２回：令和４年２月７日，第３回：令和４年３月２３日）

令和４年度 （第１回：令和４年１０月 ３日，第２回：令和５年２月１日，第３回：令和５年３月１３日）

水素、燃料電池等の利活用が広がるイメージ

※「みんなの水素タンク」
に向けて検討中

水素の普及に向けて、アプリケーションの種類と
水素使用量を増やしていくことが必要

検討会の構成メンバー

事業者団体等

⚫ 国土交通省大臣官房技術総括審議官
• 総合政策局技術政策課長
• 総合政策局環境政策課長
• 総合政策局物流政策課長
• 自動車局安全・環境基準課長
• 鉄道局技術企画課長
• 港湾局海洋・環境課港湾環境政策室長
• 海事局海洋・環境政策課長
• 航空局航空ネットワーク部空港技術課長

⚫ 経済産業省産業保安グループ高圧ガス保安室長
⚫ 資源エネルギー庁新エネルギーシステム課長

行 政 側



水素タンク等の種類、利活用のイメージ

２

カードル

出典：岩谷産業ＨＰ

単瓶（シリンダー）を集結（１０本、２０本、
３０本等）したもの。

水素タンクの利活用の現状等

ＬＧＣ（可搬式超低温容器）とコンテナは、輸送用としてだけでなく、
そのまま使用場所に置いて消費先容器として使用可能。

液化水素LGC容器
（４００Ｌ）

小型コンテナ（１，９００Ｌ）
出典：岩谷産業ＨＰ

液化水素ＬＧＣ容器、小型コンテナ

主に燃料電池への燃料供給用として、モビリ
ティ等に搭載して汎用的に使用できることが
期待されている。

出典：トヨタ自動車提供

圧縮水素ガス容器：水素タンク

圧縮水素ガス容器

出典：川崎重工HP

液化水素コンテナ

ＩＳＯ ４０ｆｔコンテナ、加圧蒸発器付きで
コンテナ単体で液化水素の加圧払出し
運用が可能。
真空積層断熱方式により、スペース効
率が良く水素輸送効率の向上を実現。

利活用イメージ

FCトラック FC RTG（港湾荷役機械）

FC小型船舶 FCトラクタヘッド

FC乗用車

FC鉄道車両
出典：トヨタ自動車HP

水素貯蔵モジュール

【着脱式】（コンセプト）

ＦＣＶの高圧水素貯蔵技術を応用し、汎用
性の高い水素貯蔵モジュールが開発され、
今後の普及が期待される。



汎用水素タンクを幅広く利活用できる要件を整理

自動車

水素技術検討会における重点検討事項

水素燃料電池自動車 自動車

自動車（モビリティ）側に求められる要件

水素（燃料）タンクの汎用化

水素タンク

各モビリティの運用における特殊な利用環境
を踏まえた追加の要件を加味

【例①】 船舶 ： 動揺、塩害対策
【例②】 鉄道 ： 高圧電線下対策

汎用水素タンク

各モビリティ側の要件の明確化

鉄 道

船 舶

荷役機械

水素燃料電池自動車の要件※を参考に、
各モビリティ側に求められる要件を整理・明確化

※ 「圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置の技術基準」（道路運送
車両の保安基準の細目を定める告示 別添１００）等

水素タンク

水素（燃料）タンクに求められる要件

本技術検討会において
重点的に検討すべき課題

バス・トラック

汎用水素タンク バス・トラック汎用水素タンク

船 舶汎用水素タンク鉄 道汎用水素タンク 荷役機械汎用水素タンク

３



モビリティに関する課題及び当該課題への対応

鉄 道 船 舶
【小型】

荷役機械
自動車

【バス・トラックを含む】

保
安
基
準
／
技
術
基
準

整備済 未整備 未整備

ＧＴＲ１３をベースとしたＵＮＲ
１３４を通じて自動車（バス・ト
ラックを含む）の基準を整備。
特殊車両は、別添１００を引き
続き使用。

自動車（別添１００等）を参考
に、鉄道車両に係る技術基準
について検討

鉄道車両に係る
技術基準の策定

高
圧
ガ
ス
保
安
法

適用除外＊ 適用除外 適 用適 用

高圧ガス保安法第３条

この法律の規定は、次の各号
に掲げる高圧ガスについては、
適用しない。

三 船舶安全法（昭和８年法律
第１１号）第２条第１項の規定
の適用を受ける船舶内（略）に
おける高圧ガス

高圧ガス保安法第３条

この法律の規定は、次の各号
に掲げる高圧ガスについては、
適用しない。

五 道路運送車両法（昭和２６
年法律第１８５号）第２条第５
項に規定する運行の用に供
する自動車（政令で定める種
類のものに限る。）の装置（政
令で定めるものに限る。）内
における高圧ガス

水素保安戦略に基づき、

事業者等による規制の合理
化・適正化に資する科学的
データ等の獲得

規制の合理化・適正化

より合理的な基準に向けてＧＴ
Ｒ１３及びＵＮＲ１３４の改訂作
業を実施

自動車（別添１００等）を参考
に、荷役機械に係る保安基準
／技術基準について検討

荷役機械に係る
保安基準／技術基準の策定

水素保安戦略に基づき、

事業者等による規制の合理
化・適正化に資する科学的
データ等の獲得

規制の合理化・適正化

水素燃料電池船の
安全ガイドライン

※ 自動車の水素タンク等を使用した
船舶あり

自動車（別添１００等）と同様
の規定の要否について検討

整備済

４



１．技術検討会の設置 ２．検討事項 ３．参加者 ４．開催経緯

中間とりまとめ

５

第Ⅰ章 運輸分野における水素、燃料電池等の利活用の拡大を目指した技術検討会

はじめに

１．課題の整理

（１）令和３年度
○ 水素タンクの汎用化 ○ 水素タンクの標準化・規格化
○ 水素燃料の充填のあり方

（２）令和４年度
① モビリティに関する課題 ② 水素タンク（容器）に関する現行の主な規制概要
③ モビリティに水素を供給する設備（水素ステーション）に関する主な規制概要
④ その他の規制

２．技術検討会において重点的に検討すべき課題

３．課題への取組み

第Ⅱ章 水素、燃料電池等の利活用に係る課題の整理及び当該課題への取組み

おわりに

１．未整備の保安基準／技術基準策定に関する検討

２．高圧ガス保安法の適用関係

３．水素技術検討会における情報共有

第Ⅲ章 令和５年度以降の技術検討会の進め方 （最終とりまとめに向けて）

・自動車の例を参考とした自動車以外のモビリティに係る
保安基準/技術基準の策定を念頭に置きつつ、
特にモビリティ側に求められる要件の明確化を重点的に
検討すべき課題に位置づけ
・モビリティに共通する基準及びモビリティごとに異なる基準の
考え方の案を整理



水素技術検討会における今後の取組み

６

各モビリティに関する
基準等の検討

モビリティ以外の
多分野への展開

事業者等における
プロジェクト等の把握

本技術検討会において進捗状況等について情報共有

令和４年度の検討会において、水素
燃料電池自動車の国際基準をベー
スとして、各モビリティごとに基準等
の検討を要する規定を特定

圧縮水素貯蔵システム

⚫ 圧力（公称作動圧）
⚫ サービス寿命（耐用年数）
⚫ 性能試験の種類
⚫ 基準評価指標の確認試験
⚫ 性能耐久性の確認試験
⚫ 燃焼時におけるサービス終了性能の
確認試験

⚫ ラベル表示
⚫ 一次遮断装置の性能耐久性確認試験

車両の燃料システム

⚫ 使用中の燃料システムの完全性
⚫ 衝突後の燃料システムの完全性

関係各局において適切な基準等
を検討・整備

荷役機械

ＲＴＧ等への水素燃料電池の導入に
ついて検討

建設機械、農業機械

ショベルカー、トラクター等への水素
燃料電池の導入について検討

※ 昨年４月、農業機械に関して、農
林水産省との意見交換を実施

※ 今後、自動車／農業機械メー
カーからのヒアリングを実施予定

東日本旅客鉄道（株）が、水素燃料
電池車両「ＨｙＢＡＲＩ」による実証試
験を実施中

鉄 道

船 舶

商船三井テクノトレード（株）等が、水
素・バイオ燃料ハイブリッド型電気推
進船を開発中



水素保安戦略（中間とりまとめ）の概要 （令和５年３月１３日 経済産業省）

７



水素保安戦略の策定に係る検討会報告書－水素保安戦略－（中間とりまとめ） 抜粋①

８

第３章 水素保安分野における今後の取組

第２節 水素社会の段階的な実装に向けたルールの合理化・適正化

２．今後の道筋の明確化

水素混焼による発電や燃料電池自動車以外のモビリティの燃料等、水素の利活用の拡大が今後見込まれる中、その前

提となる保安規制を含むルールの合理化・適正化を含め、水素保安の環境整備の今後の道筋について明確化する必要

がある。

その際、技術開発・実証段階、商用段階においては、客観的に得られる科学的データ等の蓄積や社会実装に求められ

る制度化の程度等が異なることから、２つの段階に分けて対応することが適切である。

まず、技術開発・実証段階では、実用化の可否に向けた検討において一定のスケジュールの下、迅速に結論を得ること

が求められている。その際、適用法令における技術基準に適合する必要があるが、内容の新規性から例示基準等に記

載はなく、国・自治体等の許認可権者による技術基準への適不適の確認に時間を要することが想定される。現在、高圧ガ

ス保安法においては、図 10に示すように、詳細基準事前評価制度等、高圧ガス保安協会による技術的評価制度があり、

第三者の保安技術専門家による、客観的な技術的評価を受けることにより省令以下の技術基準等の適合状況を確認す

ることができる。当該制度は保安の専門家による技術的評価であるため、安全確保の手段として非常に有用であると考え

られる。これまでも水素分野では、FCVや水素ステーション分野等において活用されてきた。一方で、申請者の要望に応じ

て詳細基準事前評価の結果を公開するファストトラック制度は十分活用されていないのが現状である。例えば、同制度の

審査結果を公開することも可能であり、今後は企業の競争領域となる情報には配慮した上で、安全確保に有益な共有領

域に属する情報については、積極的に公開していくことで、水素社会の段階的な実装に向けた取組を加速化する取組に

も繋がり得る。

また、例示基準どおりであっても、技術的に自治体で審査が難しいもの又は時間を要するものなどについては、高圧ガ

ス保安協会等による技術上の基準に関する評価結果等を申請書に添付することで、自治体はそれを活用することが可能

である。このような制度を積極的に活用することにより、自治体による許認可の判断の迅速化にもつながると考えられる。



水素保安戦略の策定に係る検討会報告書－水素保安戦略－（中間とりまとめ） 抜粋②

９

さらに今後、高圧ガス分野以外の分野においても、ガス事業法において安全性評価を行った実績があるように、技術

開発・実証段階における技術基準の適合性判断において、専門的かつ迅速な対応が求められる場合、事業規模等を考

慮の上、同様のスキームを設けることも視野に入れた検討も望ましい。

次に、商用化段階では、一定の科学的データ等の蓄積の下、安全を面的に確保する観点から、新たな技術基準の策

定等の恒久的な措置を講じることとする。その際、法令間で技術基準の共通化を図ることで、適用法令が異なっても求

められる安全水準を共通化することにより、シームレスな保安環境を構築することとする。

現状の事業規模等を踏まえれば、当面は上記の取組を進めていくものの、将来的に水素の事業規模が拡大し、現行

の産業保安の法体系がそぐわなくなる可能性もある。その際は、今後の水素利活用の事業実態や事業規模、現行法令

上の課題、国際動向等、その時点の水素の周辺環境を踏まえ、合理的・適正な保安体系に移行することを検討する。

上記を進める主な今後の取組としては、以下のような対応が求められる。

① 技術基準・適合性の事前評価制度等の活用

② 技術基準の共通化

③ 水素事業の拡大を踏まえた将来的な保安体系の検討

④水素保安の専用のポータルサイトを通じた窓口（国・自治体）の一元的な紹介 等

これらの取組を進めていくためには、国においては、技術開発・実証段階では、高圧ガス保安協会の詳細基準事前評

価制度等の活用等を事業者に促すとともに、自治体に同制度を活用した迅速な対応を要請する。商用段階では、新た

な技術基準を設定し、その際、法令間の共通化を図る。ただし、商用段階であっても、個社独自の技術（ノウハウ）に関

わるものなどは、引き続き、詳細基準事前評価制度等を活用することも可能である。

さらに、本戦略のフォローアップ等を通じ、合理的・適正な保安体系への移行を検討するものとする。事業者は、既存

の制度を活用し、迅速な商用化への移行に取り組むとともに、事業実態や事業規模、現行法令上の課題、国際動向等

を注視し、合理的・適正な保安体系を国に提言する。
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